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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 37,508 39,184 40,316 39,454 39,042

経常利益 (百万円) 2,346 3,445 3,499 2,238 4,276

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 855 2,340 2,317 1,773 2,222

包括利益 (百万円) 1,149 2,688 3,264 1,149 2,408

純資産額 (百万円) 25,428 27,968 30,694 31,240 33,116

総資産額 (百万円) 42,350 44,423 47,034 44,319 46,591

１株当たり純資産額 (円) 613.82 672.18 738.32 3,816.26 4,096.76

１株当たり当期純利益 (円) 20.47 56.51 55.98 214.53 272.86

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ― ― ─

自己資本比率 (％) 60.04 62.65 64.98 70.25 71.00

自己資本利益率 (％) 3.40 8.79 7.95 5.75 6.92

株価収益率 (倍) 13.92 6.42 7.41 7.09 8.13

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,147 2,152 1,146 992 3,640

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,625 △2,332 △1,113 △10 △819

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △972 △937 △943 △677 △1,180

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 2,632 2,098 1,269 1,551 3,195

従業員数
(名)

549 573 601 606 612

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔121〕 〔127〕 〔128〕 〔140〕 〔131〕

(注) １ 売上高には、消費税等を含めておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。１株当たり

純資産額及び１株当たり当期純利益については、第74期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定し

ております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 37,171 38,804 39,716 38,309 37,375

経常利益 (百万円) 2,132 3,436 3,775 2,258 4,321

当期純利益 (百万円) 858 2,348 2,545 1,721 2,022

資本金 (百万円) 7,360 7,360 7,360 7,360 7,360

発行済株式総数 (千株) 42,373 41,407 41,407 41,407 8,074

純資産額 (百万円) 24,542 26,712 29,131 29,888 31,532

総資産額 (百万円) 40,374 42,252 44,823 42,273 44,423

１株当たり純資産額 (円) 592.43 645.13 703.72 3,663.49 3,905.23

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
9.00 10.00 10.00 10.00 50.00
(4.00) (5.00) (5.00) (5.00) (25.00)

１株当たり当期純利益 (円) 20.54 56.69 61.48 208.23 248.35

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ― ― ─

自己資本比率 (％) 60.8 63.2 65.0 70.7 71.0

自己資本利益率 (％) 3.53 9.16 9.14 5.83 6.59

株価収益率 (倍) 13.88 6.40 6.75 7.30 8.93

配当性向 (％) 43.8 17.6 16.3 24.0 20.1

従業員数
(名)

403 404 419 436 445

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔67〕 〔73〕 〔84〕 〔96〕 〔86〕

(注) １ 売上高には、消費税等を含めておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。１株当たり

純資産額及び１株当たり当期純利益については、第74期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定し

ております。
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２ 【沿革】

昭和４年４月に森 明長（創業者、初代社長）が堺市で自転車部品製造を目的として、個人経営の森製作所を設立

したのが当社の始まりであります。昭和24年１月には株式会社に組織変更し、商号を日本輪業株式会社としました。

設立後の沿革は次のとおりであります。

年月 摘要

昭和24年１月 日本輪業株式会社設立(本社 大阪府堺市北向陽町２丁64番地)

昭和31年２月 本社を大阪府堺市北清水町３丁144番地に移転

昭和36年２月 商号をモリ工業株式会社に変更

昭和36年９月 大阪府河内長野市に河内長野工場を新設

昭和38年７月 本社を大阪府河内長野市楠町東1615番地(河内長野工場内)に移転

昭和39年10月 東京都に東京営業所を開設

昭和39年11月 名古屋市に名古屋営業所を開設

昭和45年１月 本社事務所、南工場(河内長野工場内)を新設

昭和47年２月 竹田工業株式会社(大阪府河内長野市)に資本参加

昭和47年３月 しろがね産業株式会社(大阪府河内長野市)を設立

昭和48年６月 大阪証券取引所市場第２部に株式を上場

昭和49年３月 北工場(河内長野工場内)を新設

昭和49年５月 大阪市に大阪事務所を開設

昭和53年６月 モリ・ステンレス建材株式会社(大阪府河内長野市)を設立

昭和55年７月 東京証券取引所市場第２部に株式を上場

昭和55年12月 東京営業所を支店に昇格

昭和57年１月 広島市に広島営業所(現 中四国営業所)を開設

昭和58年４月 大阪市難波駅前に本社事務所を設置し、大阪事務所を統合

昭和58年６月 東京・大阪両証券取引所市場第１部に株式を上場

昭和58年９月 株式会社森製作所(大阪府堺市)に資本参加

昭和59年６月 太陽工業株式会社(現 関東モリ工業株式会社、埼玉県狭山市)に資本参加

昭和59年10月 埼玉県狭山市に埼玉営業所を開設

昭和59年12月 在阪の子会社４社(しろがね産業、モリ・ステンレス建材、竹田工業、森製作所)を合併させ、モ

リ金属株式会社を設立

昭和60年３月 美原工場(大阪府南河内郡美原町)を取得

昭和62年９月 福岡市に福岡営業所を開設

平成元年４月 河内長野本館(河内長野工場内)を新設

平成２年11月 栄輪業株式会社(平成５年７月 株式会社エスアール・サンツアーに社名変更、茨城県筑波郡谷

和原村)に資本参加

平成３年10月 マエダ工業株式会社(大阪府南河内郡美原町)に資本参加

平成５年10月 マエダ工業とモリ金属を合併させ株式会社モリ・サンツアー(現 モリ金属株式会社、大阪府河

内長野市)を設立

平成７年４月 株式会社エスアール・サンツアーを吸収合併

平成７年８月 大阪市浪速区に大阪事務所を開設

平成７年９月 本社事務所を河内長野工場内に移転

平成13年２月 茨城県水海道市に条鋼用熱間圧延工場(茨城工場内)を新設

平成16年６月 株式会社ニットク(大阪府河内長野市)を設立

平成16年７月 名古屋営業所を支店に昇格

平成18年５月 本社事務所を大阪市中央区に移転し、大阪事務所を統合

平成22年10月 Auto Metal Company Limited(タイ王国バンコク市)に資本参加

平成24年10月 PT. MORY INDUSTRIES INDONESIA(インドネシア共和国西ジャワ州)を設立
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社６社、持分法適用会社１社で構成され、その事業の内容及び位置づけ並びにセグ

メントとの関連は、次のとおりであります。

当社グループが営んでいる主な事業は、ステンレス関連事業であるステンレス管、ステンレス条鋼、ステンレス加

工品、鋼管の製造販売であり、併せて、パイプ加工の省力化用としてパイプ切断機等の機械の製造販売であります。

当社グループのセグメントは、製造・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、個々の連結会

社を集約した「日本」と「インドネシア」の２つを報告セグメントとしております。また、これら以外に「その他」

事業である自転車関連商品の販売があります。

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結

財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

　

（日本）

ステンレス関連事業に区分される、ステンレス管、条鋼、鋼管及びその加工品・関連製品の製造販売は当社におい

て行うほか、その一部製品の加工をモリ金属㈱、関東モリ工業㈱において行っております。なお、㈱ニットクは現在

事業を休止しており、また、従来持分法適用会社であったPMM PIPE㈱は、持分の減少により当社グループから除外し

ております。

　

（インドネシア）

海外のインドネシアにおいては、連結子会社であるPT. MORY INDUSTRIES INDONESIAがステンレス管の製造から販売

まで行い、事業活動を展開しております。

　

（その他）

その他事業に区分される、自転車関連商品の販売は㈱シルベストにおいて行っております。なお、従来通信販売用

商品の販売を行っておりましたモリ販売㈱は、現在事業を休止しております。

持分法適用会社のAuto Metal Company Limitedはタイに所在し、主に同国内とその周辺地域を市場として二輪車及

び自動車業界向けステンレス管の製造販売を行っており、当社はその発行済株式総数の40％を保有し、技術支援を行

っております。

事業の系統図は次のとおりであります。

　

　
※連結子会社の㈱ニットク、モリ販売㈱は、現在事業を休止しております。

決算短信（宝印刷） 2017年06月26日 07時34分 5ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）

　　   　 5 　



４ 【関係会社の状況】

会社名 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

役員の兼任等
資金援助
(百万円)

営業上の取引 設備の賃貸借

(連結子会社)

モリ金属㈱
大阪府
河内長野市

340
日本
(ステンレス管)
(ステンレス加工品)

100.0
兼任 ２名
出向 ２名

684
当社が販売
する一部製
品の加工先

建物の一部
を賃貸及び
賃借

関東モリ工業㈱
(注)４

埼玉県
狭山市

340

日本
(ステンレス管)
(ステンレス条鋼)
(ステンレス加工品)

100.0
(100.0)

兼任 ２名
出向 ２名

1,866
当社が販売
する一部製
品の加工先

建物の一部
を賃貸及び
賃借

㈱ニットク
(注)５

大阪府
河内長野市

10
日本
(ステンレス管)
(ステンレス条鋼)

100.0
兼任 ２名
出向 ２名

― ― ―

モリ販売㈱
(注)５

大阪府
河内長野市

10
その他
(通信販売用商品)

100.0
(100.0)

兼任 １名
出向 ３名

― ― ―

㈱シルベスト
大阪府
河内長野市

10
その他
(自転車関連商品)

100.0
(100.0)

兼任 ２名
出向 ２名

― ―
建物の一部
を賃貸

PT.MORY
INDUSTRIES
INDONESIA
(注)４

インドネシア
西ジャワ州

15
(百万USD)

インドネシア
(ステンレス管)

90.0 出向 ４名
15

(百万USD)
― ―

(持分法適用
関連会社)

Auto Metal Co.,
Ltd.

タイ
バンコク市

240
(百万Baht)

日本
(ステンレス管)

40.0
兼任 １名
出向 １名

―
当社が技術
支援する先

―

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。なお、( )は製

品部門であります。

２ 「議決権の所有割合」欄の( )は、間接所有割合であり、内数であります。

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４ 関東モリ工業㈱及びPT. MORY INDUSTRIES INDONESIAは特定子会社に該当しております。

５ ㈱ニットク及びモリ販売㈱は、前連結会計年度より事業を休止しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

日本
497
〔99〕

インドネシア
79

〔―〕

その他
8

〔18〕

全社（共通）
28

〔14〕

合計
612

〔131〕

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

445〔86〕 41.7 20.5 6,248,320

セグメントの名称 従業員数(名)

日本
420
〔74〕

インドネシア
―

〔―〕

その他
―

〔―〕

全社（共通）
25

〔12〕

合計
445
〔86〕

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含めております。

(3) 労働組合の状況

当社グループには、連結子会社である関東モリ工業㈱に次のとおり労働組合が結成されております。

なお、当社及び他の連結子会社には労働組合は結成されておらず、また、当社グループの労使関係については円

滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。

関東モリ工業㈱ 組合員 22名 ＪＡＭ連合会に加盟
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策により雇用環境は改善し、景気は緩

やかな回復基調にあります。しかしながら海外情勢につきましては、先行き不透明感が強いため充分な注意が必要

と思われます。

当社グループの属しております鉄鋼業界は、各種原材料の値上がりにより各メーカーの値上げ表明が続いており

ますが、末端への浸透までには至っていないのが現状です。

このような状況下におきまして、当社グループの当連結会計年度における売上高は390億42百万円(前連結会計年

度比1.0％減）となりました。数量は増加したものの製品価格の値下がりにより売上高は減収となっております。ま

た収益面におきましては、製品価格と材料価格の値差の拡大、生産量増加による生産コストの低減、在庫評価損の

縮小等により、営業利益は41億25百万円(前連結会計年度比82.4％増)、経常利益は42億76百万円(前連結会計年度比

91.0％増)となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、役員退職慰労金及びインドネシア子会社の減損損失

の発生により22億22百万円(前連結会計年度比25.3％増)となりました。

インドネシアは景気の低迷・ローン規制等により二輪車の販売が落ち込んでおります。当社の子会社は四輪車向

けについては順調に伸びておりますが、二輪車向けが伸び悩んでいるため当初計画よりも黒字化が遅れると予想さ

れます。このため固定資産の減損処理を実施いたしました。

各セグメントの状況は次のとおりです。

（日本）

日本事業の売上高は373億75百万円(前連結会計年度比0.4％増)、セグメント営業利益は40億26百万円(前連結会計

年度比77.4％増)となりました。製品部門別の売上高は以下のとおりです。

ステンレス管部門は、軽自動車の販売不振が続く自動車用は低調でしたが、配管用が好調に推移したため、売上

高は194億60百万円(前連結会計年度比2.1％増)となりました。

ステンレス条鋼部門は、数量の増加により、売上高は108億3百万円(前連結会計年度比0.4％増)となりました。

ステンレス加工品部門は、家庭用金物製品の不振等により、売上高は19億75百万円(前連結会計年度比6.4％減）

となりました。

鋼管部門は、製品価格の値下がりにより、売上高は43億56百万円(前連結会計年度比1.8％減)となりました。

機械部門は、受注時の円高の影響で輸出向けが低調であったため、売上高は７億79百万円(前連結会計年度比7.7

％減)となりました。

（インドネシア）

インドネシア事業は、二輪車向けの販売は伸び悩んでおりますが、新規採用された四輪車向けの販売が好調なこ

ともあり、売上高は10億45百万円(前連結会計年度比25.5％増)となりました。セグメント営業損益は１億12百万円

の損失となりましたが、前連結会計年度に比べ41百万円の改善となりました。

（その他）

その他事業は、平成27年10月１日付で通信販売事業を外部へ譲渡したため、売上高は６億21百万円(前連結会計年

度比55.7％減)となり、セグメント営業損益は自転車販売の不振により27百万円の損失となりました。

(注) １ 当連結会計年度より報告セグメントの区分方法の見直しを行い、「インドネシア」での事業を独立した

報告セグメントとしております。なお、前連結会計年度との比較・分析は、変更後の区分に基づいて記載

しております。

２ 上記金額には消費税等を含めておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動により36億40百万円の収入となり、投資活動により８

億19百万円、財務活動により11億80百万円それぞれ支出となりました。これらの結果、現金及び現金同等物の残高

は、期首に比べて16億44百万円増加し31億95百万円（前連結会計年度比106.0％増）となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の33億65百万円、減損損失の５億10百万円に

加え、たな卸資産が２億76百万円減少しましたが、売上債権の増加５億91百万円、役員退職慰労引当金の減少２

億39百万円、退職給付に係る資産の増加３億84百万円などにより、営業活動全体では36億40百万円の収入（前連

結会計年度比266.8％増）となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出８億16百万円、投資有価証券の取得による支出１

億３百万円がありましたが、有価証券の償還による収入１億円などがあり、投資活動全体で８億19百万円の支出

（前連結会計年度は10百万円の支出）となりました。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金の返済５億69百万円、配当金の支払い４億７百万円、自己

株式の取得による支出２億円などにより財務活動全体では11億80百万円の支出（前連結会計年度は６億77百万円

の支出）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

日本

ステンレス管 18,397 △0.2

ステンレス条鋼 5,746 △2.4

ステンレス加工品 1,962 △5.8

鋼管 4,332 △1.0

機械 799 △4.2

インドネシア 1,017 12.2

その他 － －

合計 32,256 △0.8

(注) １ 上記金額は販売価額で示しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記金額には消費税等を含めておりません。

(2) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

日本

ステンレス管 598 12.2

ステンレス条鋼 4,313 20.7

ステンレス加工品 － －

鋼管 15 △32.6

機械 － －

インドネシア － －

その他 397 △56.3

合計 5,325 5.7

(注) 上記金額には消費税等を含めておりません。
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(3) 受注状況

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

日本

ステンレス管 19,814 4.5 2,510 16.4

ステンレス条鋼 10,817 0.6 71 24.1

ステンレス加工品 1,977 △7.0 100 1.6

鋼管 4,622 5.6 593 81.2

機械 805 △3.5 163 18.5

インドネシア 1,040 11.8 92 △5.3

その他 621 △55.7 － －

合計 39,697 0.8 3,531 22.8

(注) １ 受注残高には、継続的な取引先からの受注内示は含めておりません。

２ 上記金額には消費税等を含めておりません。

(4) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

日本

ステンレス管 19,460 2.1

ステンレス条鋼 10,803 0.4

ステンレス加工品 1,975 △6.4

鋼管 4,356 △1.8

機械 779 △7.7

インドネシア 1,045 25.5

その他 621 △55.7

合計 39,042 △1.0

(注) １ 上記金額はセグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。

３ 上記金額には消費税等を含めておりません。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において、当社グループが判断したものであります。

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、独創的なアイデアのもとに開発した製品を、経済的に生産して、適正なる価格で販売すること

により、株主をはじめとする社会の方々に貢献するとともに、社業の発展をはかることを基本目的としております。

経営活動においては、信用を第一とし、堅実経営に徹する一方で進取的な経営姿勢をとり、常に新しい分野へのチ

ャレンジを行っております。

(2) 目標とする経営指標

当社は、すべての企業活動の源泉となる利益の確保のため、売上高経常利益率6.5％以上を第１の目標としており

ます。そして経営の安定化及び将来のいかなる変動にも対応できるように実質無借金会社を目指しております。

(3) 経営戦略

当社グループはステンレス管、同条鋼、同加工品を主力製品としており、ステンレス業界ではユニークな存在と

して評価されております。経営的には、川上作戦、川下作戦を展開しており、ステンレス帯鋼の冷間圧延、スリッ

ト加工から最終は家庭用金物製品（物干し竿など）まで幅広く事業を展開し、付加価値の拡大と新需要の開拓に努

めております。また、社内で使用している専用設備の大半は自社で設計製作しており、経営面の大きな強みとなっ

ております。さらに、販売面におきましても各地に配送センターを設置し、流通機能取り込みによる物流コストの

削減と情報収集の強化など、販売力の強化を実行しております。

現在、この流通機能取り込みによる販売拡大を経営の最優先課題としております。また、製品の品質を高め、自

動車関係などのユーザーを開拓することを第二の課題としております。

(4) 会社の対処すべき課題

当連結会計年度の増益要因の一つである製品価格と材料価格の値差の拡大が、次連結会計年度では材料価格の値

上がりにより、順次縮小して行くものと予想されます。このため売上高は製品価格の値上がりにより増収の予想と

なるものの、利益につきましては値差の縮小により減益となるものと予想されます。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載いたしました事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成29年３月31日)現在において当社グループが判断したも

のであります。

当社グループは、原材料の調達、製品の製造、商品の仕入、製品及び商品の販売に至る事業のほとんどを日本国内

で行っております。これは、いわゆるカントリーリスクや為替相場の変動の影響を直接的には受けにくいという特性

を重視しているからでありますが、海外で製造することによるコストメリットなどを直接的に享受することはできま

せん。

このため、当社グループでは、パイプ製造設備などを自社で設計し製作することで技術力を維持向上させ、また、

原材料の冷間圧延・スリット加工から家庭用金物製品に代表される主にパイプを使用した一般顧客向け製品の開発ま

でを手がけ、付加価値の向上に努めております。

しかしながら、上記の戦略ですべての状況に対応できる保証はなく、たとえば海外製品の流入などにより販売価格

が下落して採算が悪化し、又は顧客の海外進出に伴って販売量が減少するなどにより、その製品の製造販売からの撤

退を余儀なくされ、売上高が減少したり、製造設備の廃棄などに伴う損失発生などにより、利益の確保が困難になる

可能性は否定できません。

次に、当社グループの主力製品のパイプや条鋼の販売価格と主要な原材料であるコイル材等の仕入価格には当社グ

ループではコントロールできない市場価格があり、絶えず需要と供給のバランスで変動しております。基本的には、

原材料価格が上下すれば製品価格も上下する相関関係にはありますが、必ずしも同時にまた同程度で変動するとは限

りません。そのため、原材料価格が上昇しても、同時にまた同程度で製品価格が上昇しないことになれば、製品価格

が適正な価格に上昇するまでの間は収益が圧迫されることになり、その期間が長引き又はその状態が恒常化すれば、

その製品の製造販売から撤退せざるを得ない状況になる可能性もあります。また、原材料価格と製品価格が同時にま

た同程度で下落したときでも、同じ量を販売しても売上高が減少することになり、その程度によっては、いわゆる固

定費を吸収しきれず利益が確保できない可能性があります。

なお、上記は当社グループの事業の特性と考えられる部分について限定的に記述したものであり、当社グループの

事業等のリスクを上記内容に限定するものではなく、また、これら以外のいかなる事態の発生及びリスクの可能性を

否定するものではありません。

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、新製品の開発、生産性の向上のための新生産方式の開発、製品の高付加価値化とコストダウンな

どをテーマとして採り上げ、積極的に研究開発活動を推進しております。また、近年のユーザーからの高度な要望に

応えるために、基礎技術の見直しを継続するとともに、より高品質な製品を供給すべく研究開発を進めました。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は63百万円であります。

　

当連結会計年度における各セグメント別の研究開発活動の状況は、次のとおりであります。

（日本）

ステンレス管部門では、生産量の増大に向け中径サイズの生産能力アップのために新設備を稼働させるとともに、

新方式を採用した大径サイズの生産設備の開発を開始いたしました。また、シミュレーションを活用した成形方法の

見直し検討を進め、ステンレス管の品質向上に寄与いたしました。

ステンレス条鋼部門では、製品品種拡大のために新鋼種の製品の生産に取り組み、製品化に成功いたしました。ま

た、歩留向上のための諸改善を進め生産性を向上させました。

ステンレス加工品部門では、家庭用金物製品でカラーパイプを採用した室内物干しを充実させるとともに、楕円パ

イプを使用した新型ハンガーラックを開発いたしました。また、その他の加工品では高性能な検査機を開発して適用

し、省人化いたしました。

鋼管部門では、生産量の拡大と生産効率の改善に向けた生産設備のリフレッシュ改造を進めるとともに、高強度材

を使用したパイプの生産に取り組み、新製品として販売を開始いたしました。

機械部門では、長尺パイプに対応した切断機を新たに開発し販売いたしました。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は63百万円であります。

　

（インドネシア）

ステンレス管部門では、製品の競争力強化を主眼とした生産技術の革新などの研究開発を行っております。当連結

会計年度では、特筆すべき成果はありませんでした。

なお、当連結会計年度における研究開発費の支出は僅少であります。

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において、当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当社グループの属しております鉄鋼業界は、各種原材料の値上がりにより各メーカーの値上げ表明が続いており

ますが、末端への浸透までには至っていないのが現状です。

このような状況下におきまして、当社グループの当連結会計年度における売上高は390億42百万円(前連結会計年

度比1.0％減）となりました。数量は増加したものの製品価格の値下がりにより売上高は減収となっております。ま

た収益面におきましては、製品価格と材料価格の値差の拡大、生産量増加による生産コストの低減、在庫評価損の

縮小等により、営業利益は41億25百万円(前連結会計年度比82.4％増)、経常利益は42億76百万円(前連結会計年度比

91.0％増)となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、役員退職慰労金及びインドネシア子会社の減損損失

の発生により22億22百万円(前連結会計年度比25.3％増)となりました。

インドネシアは景気の低迷・ローン規制等により二輪車の販売が落ち込んでおります。当社の子会社は四輪車向

けについては順調に伸びておりますが、二輪車向けが伸び悩んでいるため当初計画よりも黒字化が遅れると予想さ

れます。このため固定資産の減損処理を実施いたしました。
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(2) 財政状態の分析

当社グループの当連結会計年度末の総資産は465億91百万円となり、前連結会計年度末に比べて22億72百万円増加

いたしました。これは、現金及び預金の増加16億44百万円、受取手形及び売掛金の減少９億11百万円、電子記録債

権の増加15億３百万円、たな卸資産の減少２億79百万円、有形固定資産の減少６億95百万円、投資有価証券の増加

５億32百万円、退職給付に係る資産の増加４億38百万円などによるものであります。負債の部は３億95百万円増加

いたしましたが、その増減の主なものは、短期借入金の減少２億円、１年内返済予定の長期借入金の増加３億81百

万円、未払法人税等の増加７億18百万円、長期借入金の減少７億50百万円、役員退職慰労引当金の減少２億39百万

円などであります。

純資産は親会社株主に帰属する当期純利益を計上し利益剰余金は14億97百万円増加したことに加え、その他有価

証券評価差額金などのその他の包括利益累計額が増加したことにより18億76百万円増加の331億16百万円となりまし

た。これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べて0.7ポイント上昇し、71.0％となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動により36億40百万円の収入となり、投資活動により８

億19百万円、財務活動により11億80百万円それぞれ支出となりました。これらの結果、現金及び現金同等物の残高

は、期首に比べて16億44百万円増加し31億95百万円（前連結会計年度比106.0％増）となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、生産能力の増強及び合理化・省力化のための生産設備の取得など総額で831

百万円の設備投資を実施いたしました。

主な内訳は、日本813百万円（ステンレス管関係364百万円、ステンレス条鋼関係126百万円、ステンレス加工品関係

30百万円、鋼管関係118百万円、その他共通の設備関係173百万円）、インドネシア17百万円であります。

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成29年３月31日現在

事業所名
(所在地)

製品部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

本社
(大阪市中央区)

全社的管理業務
ステンレス管
ステンレス条鋼
ステンレス加工品
鋼管

本社及び
営業事務所

13 ―
―

(―)
― 1 15

37
〔―〕

河内長野工場
(大阪府河内長野市)

ステンレス管
ステンレス条鋼
ステンレス加工品
その他

生産設備 1,085 2,176
2,354
(51)

3 184 5,803
306
〔58〕

美原工場
(大阪府堺市美原区)

ステンレス管
ステンレス加工品
鋼管

生産設備 312 531
1,216
(18)

― 5 2,065
48
〔6〕

東京支店
(東京都中央区)

ステンレス管
ステンレス条鋼
ステンレス加工品

営業事務所 2 ―
―

(―)
― 0 2

16
〔4〕

大阪配送センター
(大阪府河内長野市)

ステンレス管
ステンレス条鋼

倉庫 24 3
587
(7)

― 7 622
6

〔1〕

関東配送センター
(埼玉県狭山市・
関東モリ工業㈱
埼玉工場内)

ステンレス管
ステンレス条鋼

倉庫 0 ―
―

(―)
― 3 4

―
〔―〕

東関東配送センター
(茨城県
つくばみらい市)

ステンレス管
ステンレス条鋼

倉庫 375 26
1,410
(18)

― 16 1,829
―

〔―〕

(注) １ 提出会社の報告セグメントが１つでありますので製品部門別に区分して記載しております。

２ 帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

３ 本社及び東京支店は建物を連結会社以外から賃借しております。

４ 大阪配送センターは土地及び建物を連結会社から賃借しております。

５ 従業員数の〔 〕は臨時従業員数を外数で記載しております。

６ 上記金額には消費税等を含めておりません。
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(2) 国内子会社

平成29年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

製品部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

関東モリ工業㈱

埼玉工場
(埼玉県狭山市)

ステンレス管
ステンレス加工品

生産設備 494 111
812
(13)

2 1,421
25
〔6〕

茨城工場
(茨城県常総市)

ステンレス条鋼 生産設備 133 140
277
(44)

27 578
25
〔6〕

(注) １ 国内子会社の報告セグメントが１つでありますので製品部門別に区分して記載しております。

２ 帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

３ 関東モリ工業㈱の茨城工場は土地及び建物を提出会社から賃借しております。

４ 従業員数の〔 〕は臨時従業員数を外数で記載しております。

５ 上記金額には消費税等を含めておりません。

(3) 在外子会社

平成29年３月31日現在

会社名 所在地 製品部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

PT.MORY
INDUSTRIES
INDONESIA

インドネシア
西ジャワ州

ステンレス管 生産設備 445 515
369
(18)

8 1,339
79

〔―〕

(注) １ 在外子会社の報告セグメントが１つでありますので製品部門別に区分して記載しております。

２ 帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

３ 従業員数の〔 〕は臨時従業員数を外数で記載しております。

４ 上記金額には消費税等を含めておりません。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

設備計画の内容
予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手年月 完成予定年月 摘要

日本

ステンレス管関係
の設備

720 ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

ステンレス条鋼関
係の設備

20 ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

ステンレス加工品
関係の設備

90 ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

鋼管関係の設備 100 ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

機械関係の設備 ― ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

その他共通の設備 470 ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

インドネシア ― ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

その他 ― ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

全社 ― ― 平成29年４月 平成30年３月 合理化及び能力増強

1,400 ―

(注) １ 上記計画の主要な部分の報告セグメントが１つでありますので、主に製品部門別に区分して記載してお

ります。

２ 上記計画の資金調達は自己資金及び借入金で充当する予定であります。

３ 経常的な設備の更新を除き、重要な設備の売却、除却の計画はありません。

４ 上記金額には消費税等を含めておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末

現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,074,580 8,074,580 東京証券取引所市場第一部
単元株式数は100株
であります。

計 8,074,580 8,074,580 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年３月10日
(注１)

△966 41,407 ─ 7,360 ─ 7,705

平成28年10月１日
(注２)

△33,125 8,281 ─ 7,360 ─ 7,705

平成29年３月27日
(注１)

△206 8,074 ─ 7,360 ─ 7,705

(注) １ 発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

２ 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 29 28 58 91 3 2,117 2,326 ―

所有株式数
(単元)

― 27,160 1,350 20,398 7,851 18 23,640 80,417 32,880

所有株式数
の割合(％)

― 33.77 1.68 25.37 9.76 0.02 29.40 100.00 ―

(注) １ 自己株式87株は、「単元未満株式の状況」の欄に含まれております。

２ 「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が60株含まれております。

(7) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

森 明信 大阪府大阪狭山市 441 5.47

大同生命保険株式会社
（常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

大阪市西区江戸堀１丁目２番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番11号）

440 5.45

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 391 4.84

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 335 4.15

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 305 3.78

株式会社メタルワン 東京都千代田区丸の内２丁目７番２号 260 3.22

公益財団法人森教育振興会
大阪府河内長野市楠町東1615番地
モリ工業㈱内

247 3.06

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内
（東京都港区浜松町２丁目11番３号）

217 2.70

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町２丁目２番３号 201 2.50

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 175 2.17

計 － 3,015 37.34

(注) １ 公益財団法人森教育振興会は、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」及び「一般社団

法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律」に基づき認定され、大阪府南部地区の小・中学校に対する教育機器の寄贈

と教育研究団体への経済援助を実施することを目的とした公益財団法人であります。

２ 平成28年12月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書)において、野村アセットマ

ネジメント株式会社が平成28年12月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社

として当事業年度末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)

野村アセットマネジメント
株式会社

東京都中央区日本橋１丁目12番１号 401 4.85
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,041,700
80,417 ―

単元未満株式
普通株式

32,880
― ―

発行済株式総数 8,074,580 ― ―

総株主の議決権 ― 80,417 ―

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式）
モリ工業株式会社

大阪府河内長野市
楠町東1615番地

― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号、第155条第７号及び第155条９号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成29年１月31日)での決議状況
(取得期間平成29年２月１日～平成29年２月28日)

90,000 200,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 83,500 199,848

残存決議株式の総数及び価額の総額 6,500 151

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 7.2 0.1

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) 7.2 0.1
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会社法第155条第９号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成28年10月31日)での決議状況
(取得期間平成28年10月31日～平成28年10月31日)

200 392,600

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 200 392,600

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

(注) 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。当該株式併合

により発生した１株に満たない端数の買取りであり、買取り単価は、買取り日の東京証券取引所における当社

普通株式の終値であります。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 463 537

当期間における取得自己株式 ― ―

(注) １ 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。当事業年

度における取得自己株式のうち、併合前に取得した株式数は249株、併合後に取得した株式数は214株であ

ります。

２ 当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 206,900 394,336 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 87 ─ 87 ─

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

利益配分につきましては、当面の間は実質無借金会社を目標とし、株主還元率（自社株買いと配当の合計が親会社

株主に帰属する当期純利益に占める割合）を30％程度といたします。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期の期末配当金につきましては、連結、単独決算の当期損益を勘案し、平成29年６月28日開催の第75期定時株主

総会において１株当たり25円と決議させていただきました。中間配当をあわせた通期の配当金額は１株当たり50円と

なります。

内部留保金につきましては、財務体質の強化及び今後の事業展開に資する所存であります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成28年10月31日
取締役会決議

203 25.00

平成29年６月28日
定時株主総会決議

201 25.00

(注) 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。平成

28年10月31日取締役会決議による１株当たり配当額は、併合後の株式１株当たり配当額に対応する額

であります。

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円) 301 458 450 427
2,531
(320)

最低(円) 203 272 349 291
1,520
(271)

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２ 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。第75期の

株価につきましては、株式併合後の最高・最低株価を記載し、株式併合前の最高・最低株価を( )に記載

しております。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,990 1,970 2,048 2,077 2,531 2,410

最低(円) 1,596 1,739 1,908 1,920 2,070 2,213

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２ 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。
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５ 【役員の状況】

男性12名 女性―名 (役員のうち女性の比率―％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 森 宏 明 昭和35年８月27日生

昭和64年１月 当社入社

（注）
１

85

平成２年４月 モリ金属株式会社代表取締役社長

平成２年６月 当社取締役

平成６年６月 当社常務取締役

平成８年６月 当社専務取締役

平成８年７月 当社代表取締役専務

平成12年６月 当社代表取締役社長(現)

専務取締役
社長補佐、
管理部門
担当

濵 﨑 貞 信 昭和27年１月12日生

昭和50年４月 当社入社

（注）
１

8

平成３年４月 当社生産管理部長

平成８年６月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役

平成23年４月 当社専務取締役(現)

常務取締役
技術・製造
部門担当

松 本 秀 彦 昭和28年８月26日生

平成９年４月 当社入社

（注）
１

4
平成11年４月 当社第二製造部長

平成15年６月 当社取締役

平成23年４月 当社常務取締役(現)

常務取締役
営業部門
担当

浅 野 弘 明 昭和30年３月６日生

昭和55年２月 当社入社

（注）
１

4

平成８年４月 当社東京支店ステンレス部長

平成16年６月 株式会社ニットク代表取締役社長

平成22年６月 当社取締役

平成26年６月 当社常務取締役(現)

取締役 ― 森 信 司 昭和39年１月27日生

昭和63年４月 当社入社

（注）
１

38

平成７年10月 当社第二製造部長

平成12年３月 当社退社

平成13年６月 当社取締役(現)

平成19年４月 株式会社シルベスト代表取締役社

長(現)

平成26年４月 関東モリ工業株式会社代表取締役

社長(現)

取締役
総務部長、
人事部長

中 西 正 人 昭和32年５月３日生

昭和56年４月 当社入社

（注）
１

2

平成12年８月 当社財務部長

平成19年３月 当社人事部長(現)

平成23年７月 当社総務部長(現)

平成24年６月 当社取締役(現)

取締役
中部・近畿
地区担当、
海外担当

桝 田 克 彦 昭和34年12月４日生

平成３年11月 当社入社
（注）
１

2平成23年４月 当社ステンレス営業部長

平成26年６月 当社取締役(現)

取締役
資材部長、
鋼管営業
部長

竹 谷 佳 久 昭和33年８月24日生

昭和56年４月 当社入社

（注）
１

1
平成11年12月 当社鋼管営業部長(現)

平成26年７月 当社資材部長(現)

平成28年６月 当社取締役(現)

取締役
第一製造
部長

元 山 耕 一 昭和35年10月30日生

昭和59年４月 当社入社

（注）
１

1
平成21年５月 当社茨城工場長

平成26年４月 当社第一製造部長(現)

平成28年６月 当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
(監査等委員)

小 池 裕 樹 昭和46年３月６日生

平成12年４月 弁護士登録

（注）
２

0

平成16年１月 さくら法律事務所代表弁護士(現)

平成17年６月 当社監査役

平成23年６月 シード平和株式会社社外監査役

(現)

平成27年６月 ミートフーズサービス株式会社監

査役(現)

平成28年６月 当社取締役(監査等委員）(現)

取締役
(監査等委員)

林 修 一 昭和45年11月25日生

平成18年５月 公認会計士登録

（注）
２

─

平成18年10月 公認会計士・税理士林恭造事務所

入所

平成19年４月 税理士登録

平成20年３月 株式会社トータル・プランニン

グ・サービス代表取締役社長(現)

平成20年６月 当社監査役

平成21年６月 株式会社大阪第一食糧社外取締役

(現)

平成23年６月 大阪地下街株式会社社外監査役

(現)

平成24年１月 林公認会計士事務所代表(現)

平成25年３月 ハンズコンサルティング株式会社

代表取締役社長(現)

平成27年11月 株式会社みどりトータル・ヘルス

研究所監査役(現)

平成28年６月 当社取締役(監査等委員）(現)

取締役
(監査等委員)

岩 崎 泰 史 昭和43年11月10日生

平成９年４月 公認会計士登録

（注）
２

―

平成９年７月 岩崎泰史公認会計士事務所代表

(現)

平成９年８月 税理士登録

平成27年６月 当社監査役

平成28年６月 当社取締役(監査等委員）(現)

計 148

(注) １ 監査等委員以外の取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

２ 監査等委員である取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３ 取締役 小池裕樹、林 修一、岩崎泰史の３名は、社外取締役であります。

４ 取締役 森 信司は、代表取締役社長 森 宏明の弟であります。

５ 監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

委員長 小池裕樹、委員 林 修一、委員 岩崎泰史

６ 当社は、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠く場合に備え、あらかじめ補欠の監査等委員

である取締役１名を選任しております。補欠の監査等委員である取締役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

森 島 憲 治 昭和17年５月30日生

昭和44年７月 税理士登録

（注） ―

平成15年１月 税理士法人ゆびすい社員

平成15年６月 当社監査役

平成17年12月 もりしま税理士事務所所長(現)

平成18年１月 有限会社ＰＦＰよろず相談処取締役社長

(現)

平成18年９月 大幸薬品株式会社社外監査役

平成27年６月 当社取締役

平成28年６月 当社取締役退任

(注) 補欠の監査等委員である取締役の任期は、就任した時から退任した取締役の任期の満了の時まで

であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

当社は企業価値の持続的向上をはかるため、経営の効率化を追求し、事業活動におけるリスクを適正に管理す

るためには、内部統制の整備が必要不可欠であり、これを継続的に改善し充実させていくことが重要であると考

えております。

当社における企業統治の体制は、平成28年６月28日開催の第74期定時株主総会において監査等委員会設置会社

への移行を内容とする定款の変更が決議されたことにより、同日付けをもって監査役会設置会社から監査等委員

会設置会社へ移行いたしました。この移行によりコーポレート・ガバナンスの一層の充実が図れるものと判断し

ております。

当社の取締役会は、取締役（監査等委員であるものを除く。）９名、監査等委員である取締役３名を構成員と

し、取締役会が経営の基本方針、法令に定められた事項やその他経営上の重要事項を決定するとともに、業務の

執行状況を監督する機関と位置づけ、社外取締役で構成された監査等委員会がその職務の執行状況を監視するこ

ととしております。

事業活動において想定される各種リスクに対応する基本的な方針は取締役会で決定し、各部門担当取締役が具

体的な体制を整備し、その実施状況等は取締役会が監督しております。また、監査等委員会はその状況の監視を

行います。

取締役会等の重要な会議の開催並びにその記録等の保管、業務の執行に関する規程の整備並びに執行状況の報

告等は適切に行われております。

連結子会社については当社の取締役が代表者を務めるなどにより当社と同等の体制が構築され、また、その状

況が当社取締役会に報告される体制となっております。連結子会社の業務遂行における判断基準となるべき指針

は、当社の関係する業務執行部門又は同種の業務の担当部門が作成又は承認し、担当の取締役に報告することに

なっております。

部長級以上で構成される幹部会議を毎月開催し、業務執行状況などの情報の共有化とコンプライアンスの徹底

をはかっております。

従業員の業務遂行におけるコンプライアンスは、行動規範を整備し、営業・製造・管理の３部門で情報を共有

することによる相互牽制、業務執行状況の報告を都度行わせることなどにより、一定の水準を確保できていると

考えております。

なお、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任について法令に定める要件に該当する

場合には、賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償額は、法令の定める最低責

任限度額としております。

② 内部監査及び監査等委員会監査

当社の内部監査は、監査室（専任者２名）が中心となり計画的、継続的に実施しております。監査結果は、取

締役会、並びに監査等委員会に報告されます。

当社の監査等委員会は、社外取締役３名で構成され、監査等委員である取締役は主要な会議に出席するととも

に、毎月定例で監査等委員以外の取締役より業務の執行状況等の報告を受け、また、必要に応じて監査等委員以

外の取締役等に報告を求めるなど、その職務の執行状況の監視を行います。

監査等委員会は、定期的に監査室より内部監査の状況に関する報告を受けるほか、必要に応じて適時意見交換

を行うなど連携をはかります。

監査等委員である取締役と会計監査人は定期的に会合を持つほか、必要に応じて適時会合を持つことにより、

監査の効率化をはかります。

監査等委員である社外取締役林 修一、岩崎泰史の２名は公認会計士と税理士資格をそれぞれ有し、いずれも

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものと考えております。
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③ 社外取締役

当社の社外取締役は３名であり、全員が監査等委員であります。

社外取締役小池裕樹は、弁護士としての専門的な見識・実務経験等をもって経営の客観性と公正な執行を監

査・監督する役割を担っております。当該社外取締役は、当社が法律顧問契約を締結している法律事務所に所属

しており、また、当社株式を400株保有しておりますが、当該社外取締役と当社との間には特別の人的関係、資本

的関係又は取引関係その他の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

社外取締役林 修一は、株式会社トータル・プランニング・サービス他の代表取締役社長を務めていることに

加え、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験等をもって経営の客観性と公正な執行を監査・監督す

る役割を担っております。当該社外取締役と当社との間には特別の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の

利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

社外取締役岩崎泰史は、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験等をもって経営の客観性と公正な

執行を監査・監督する役割を担っております。当該社外取締役と当社との間には特別の人的関係、資本的関係又

は取引関係その他の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

当社は、社外取締役を選任するための独立性について東京証券取引所の定める独立性基準に準拠した基準を設

けており、専門的な知見に基づく客観的かつ適切なチェック機能が期待され、かつ、一般株主と利益相反が生じ

るおそれがないことを基本的な考え方として、選任しております。

社外取締役は、主要な会議に出席するとともに、必要に応じて取締役会等で意見を表明するなど、職務の執行

状況を監査・監督しております。

④ 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役(監査等委員を
除く。)
(社外取締役を除く。)

586 185 ― 26 374 10

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

─ ─ ― ― ─ ─

監査役
(社外監査役を除く。)

3 3 ― ― 0 1

社外役員 16 13 ─ 1 1 4

(注) １ 当社は、平成28年６月28日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

２ 「退職慰労金」の欄には、役員退職慰労引当金繰入額を含めて記載しております。

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

氏名
連結報酬等
の総額
(百万円)

役員区分 会社区分

連結報酬等の種類別の額(百万円)

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

森 明信 358 取締役 提出会社 2 ─ ─ 356

(注) 連結報酬等の総額が１億円以上である者に限定して記載しております。

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

ニ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は、役員の報酬等は一定程度の定額をもって役員の生活及び職務専念を安定させるとともに、業績向上

のインセンティブも必要であると考えております。この様な考え方に基づいて役員の報酬等につきましては、

次のとおり定めております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、株主総会で決議した報酬限度額の範囲内で

各取締役の役位及び職務内容、また企業業績等を勘案して取締役会にて決定しております。監査等委員である

取締役の報酬等については、株主総会で決議した報酬限度額の範囲内で監査等委員である取締役の協議により

決定しております。
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⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 33銘柄

貸借対照表計上額の合計額 2,482百万円

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

岩谷産業㈱ 665,640 435 取引先等との良好な関係の維持、向上

象印マホービン㈱ 108,900 198 取引先等との良好な関係の維持、向上

フルサト工業㈱ 106,500 182 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 153,800 159 取引先等との良好な関係の維持、向上

ジェイエフイーホールディング
ス㈱

93,400 143 取引先等との良好な関係の維持、向上

日亜鋼業㈱ 533,000 131 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱ダイヘン 246,000 127 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

194,660 99 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱京都銀行 128,000 93 取引先等との良好な関係の維持、向上

ポスコ ＡＤＲ 12,700 67 取引先等との良好な関係の維持、向上

中山福㈱ 78,944.804 60 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱オリバー 40,000 58 取引先等との良好な関係の維持、向上

大同特殊鋼㈱ 105,000 42 取引先等との良好な関係の維持、向上

阪和興業㈱ 81,000 39 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱錢高組 76,000 35 取引先等との良好な関係の維持、向上

虹技㈱ 163,000 26 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱岡三証券グループ 40,197 23 取引先等との良好な関係の維持、向上

日本冶金工業㈱ 177,500 23 取引先等との良好な関係の維持、向上

扶桑薬品工業㈱ 87,000 22 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱岡村製作所 13,177.930 14 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱りそなホールディングス 28,430 11 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱神戸製鋼所 100,000 10 取引先等との良好な関係の維持、向上

カネソウ㈱ 20,000 9 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱三井住友フィナンシャルグル
ープ

2,667 8 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱くろがね工作所 57,000 8 取引先等との良好な関係の維持、向上

コーナン商事㈱ 2,221.150 3 取引先等との良好な関係の維持、向上

タカノ㈱ 5,500 3 取引先等との良好な関係の維持、向上

(注) ポスコ ＡＤＲからタカノ㈱までの銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下であります。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

岩谷産業㈱ 665,640 431 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 153,800 248 取引先等との良好な関係の維持、向上

フルサト工業㈱ 106,500 179 取引先等との良好な関係の維持、向上

ジェイエフイーホールディング
ス㈱

93,400 178 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱ダイヘン 246,000 178 取引先等との良好な関係の維持、向上

象印マホービン㈱ 108,900 175 取引先等との良好な関係の維持、向上

日亜鋼業㈱ 533,000 144 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

194,660 136 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱京都銀行 128,000 103 取引先等との良好な関係の維持、向上

ポスコ ＡＤＲ 12,700 91 取引先等との良好な関係の維持、向上

中山福㈱ 82,220.208 68 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱オリバー 40,000 67 取引先等との良好な関係の維持、向上

阪和興業㈱ 81,000 64 取引先等との良好な関係の維持、向上

大同特殊鋼㈱ 105,000 55 取引先等との良好な関係の維持、向上

日本冶金工業㈱ 177,500 37 取引先等との良好な関係の維持、向上

虹技㈱ 163,000 37 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱錢高組 76,000 30 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱岡三証券グループ 40,197 27 取引先等との良好な関係の維持、向上

扶桑薬品工業㈱ 8,700 24 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱りそなホールディングス 28,430 16 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱岡村製作所 14,032.579 13 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱三井住友フィナンシャルグル
ープ

2,667 10 取引先等との良好な関係の維持、向上

㈱神戸製鋼所 10,000 10 取引先等との良好な関係の維持、向上

カネソウ㈱ 20,000 8 取引先等との良好な関係の維持、向上

タカノ㈱ 5,500 5 取引先等との良好な関係の維持、向上

コーナン商事㈱ 2,259.711 4 取引先等との良好な関係の維持、向上

(注) 中山福㈱からコーナン商事㈱までの銘柄は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下であります。

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑥ 会計監査の状況

イ 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

氏名 所属する監査法人名 継続監査年数

坂 井 俊 介
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

―

大 谷 智 英
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

―

(注) 継続監査年数が７年を超えていない場合は、その記載を省略しております。

ロ 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 5名

その他 8名

⑦ 取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は15名以内、監査等委員である取締役は４名以内とする旨を

定款で定めております。

⑧ 取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び選任決議は累積投票によらない旨を定めております。

⑨ 会社法第309条第２項に定める決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使

することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款で定めております。

⑩ 自己の株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社

法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる

旨を定款で定めております。

⑪ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

⑫ 取締役の責任免除

当社は、取締役に社内外を問わず広く適任者を得られるようにするため、取締役会の決議によって取締役（取

締役であったものを含む）の会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める最低責任限度額を控除して

得た額を限度として免除できる旨を定款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 31 ― 31 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 31 ― 31 ―

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④ 【監査報酬の決定方針】

当社は監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針を定めておりません。
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第５ 【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで)及び事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有

限責任監査法人の監査を受けております。

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、ま

た、会計基準設定主体等の行う研修に参加する等により連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行

っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,551 3,195

受取手形及び売掛金 12,504 11,593

電子記録債権 988 2,491

たな卸資産 ※3 9,217 ※3 8,938

繰延税金資産 184 198

その他 339 279

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 24,769 26,681

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,602 3,090

機械装置及び運搬具（純額） 3,732 3,580

工具、器具及び備品（純額） 184 157

土地 7,860 7,859

リース資産（純額） 1 3

建設仮勘定 147 143

有形固定資産合計 ※1,※2 15,530 ※1,※2 14,835

無形固定資産

その他 23 20

無形固定資産合計 23 20

投資その他の資産

投資有価証券 ※2,※4 2,854 ※2,※4 3,386

長期貸付金 4 7

退職給付に係る資産 484 922

その他 663 745

貸倒引当金 △10 △8

投資その他の資産合計 3,996 5,053

固定資産合計 19,550 19,910

資産合計 44,319 46,591
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,907 4,944

電子記録債務 2,270 2,212

短期借入金 700 500

1年内返済予定の長期借入金 ※2 869 ※2 1,250

リース債務 1 0

未払法人税等 89 807

賞与引当金 332 348

役員賞与引当金 37 -

その他 1,488 1,598

流動負債合計 10,697 11,661

固定負債

長期借入金 ※2 1,250 ※2 500

繰延税金負債 190 574

リース債務 - 3

役員退職慰労引当金 451 212

環境対策引当金 38 69

退職給付に係る負債 208 203

その他 242 249

固定負債合計 2,382 1,813

負債合計 13,079 13,474

純資産の部

株主資本

資本金 7,360 7,360

資本剰余金 7,705 7,705

利益剰余金 15,025 16,522

自己株式 △193 △0

株主資本合計 29,897 31,587

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 593 823

為替換算調整勘定 520 506

退職給付に係る調整累計額 123 161

その他の包括利益累計額合計 1,237 1,491

非支配株主持分 105 37

純資産合計 31,240 33,116

負債純資産合計 44,319 46,591
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日

　至 平成29年３月31日)

売上高 39,454 39,042

売上原価 ※2,※3 31,790 ※2,※3 29,722

売上総利益 7,663 9,320

販売費及び一般管理費 ※1,※2 5,401 ※1,※2 5,194

営業利益 2,261 4,125

営業外収益

受取利息 4 3

受取配当金 44 45

持分法による投資利益 77 134

その他 46 50

営業外収益合計 172 233

営業外費用

支払利息 30 27

売上割引 26 24

為替差損 118 3

その他 18 26

営業外費用合計 194 82

経常利益 2,238 4,276

特別利益

投資有価証券売却益 68 7

厚生年金基金解散損失戻入益 355 -

特別利益合計 424 7

特別損失

減損損失 - ※4 510

固定資産除却損 ※5 30 ※5 20

投資有価証券評価損 35 -

役員退職慰労金 - 355

設備移設費用 100 -

厚生年金基金解散損失 16 -

過年度退職給付費用 14 -

環境対策引当金繰入額 16 32

特別損失合計 212 919

税金等調整前当期純利益 2,451 3,365

法人税、住民税及び事業税 509 943

法人税等調整額 186 264

法人税等合計 695 1,207

当期純利益 1,755 2,157

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △17 △65

親会社株主に帰属する当期純利益 1,773 2,222
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日

　至 平成29年３月31日)

当期純利益 1,755 2,157

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △361 230

為替換算調整勘定 △69 △27

退職給付に係る調整額 △76 38

持分法適用会社に対する持分相当額 △98 10

その他の包括利益合計 ※1 △606 ※1 251

包括利益 1,149 2,408

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,174 2,476

非支配株主に係る包括利益 △24 △67
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,360 7,705 13,665 △4 28,727

当期変動額

剰余金の配当 △413 △413

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,773 1,773

自己株式の取得 △189 △189

自己株式の消却 ―

持分法の適用範囲の

変動
―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 1,359 △189 1,170

当期末残高 7,360 7,705 15,025 △193 29,897

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 955 682 199 1,836 129 30,694

当期変動額

剰余金の配当 △413

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,773

自己株式の取得 △189

自己株式の消却 ―

持分法の適用範囲の

変動
―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△361 △161 △76 △599 △24 △624

当期変動額合計 △361 △161 △76 △599 △24 545

当期末残高 593 520 123 1,237 105 31,240
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,360 7,705 15,025 △193 29,897

当期変動額

剰余金の配当 △407 △407

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,222 2,222

自己株式の取得 △200 △200

自己株式の消却 △394 394 ―

持分法の適用範囲の

変動
76 76

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 1,496 193 1,690

当期末残高 7,360 7,705 16,522 △0 31,587

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 593 520 123 1,237 105 31,240

当期変動額

剰余金の配当 △407

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,222

自己株式の取得 △200

自己株式の消却 ―

持分法の適用範囲の

変動
76

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

230 △14 38 254 △67 186

当期変動額合計 230 △14 38 254 △67 1,876

当期末残高 823 506 161 1,491 37 33,116
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日

　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,451 3,365

減価償却費 1,008 975

減損損失 - 510

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △1

受取利息及び受取配当金 △48 △49

支払利息 30 27

為替差損益（△は益） 114 4

持分法による投資損益（△は益） △77 △134

売上債権の増減額（△は増加） △145 △591

たな卸資産の増減額（△は増加） 940 276

仕入債務の増減額（△は減少） △1,448 △20

賞与引当金の増減額（△は減少） △24 16

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 △37

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △675 △4

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △246 △384

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 71 △239

環境対策引当金の増減額（△は減少） 2 31

投資有価証券評価損益（△は益） 35 -

投資有価証券売却損益（△は益） △68 △7

有形固定資産除却損 30 20

その他の資産の増減額（△は増加） 172 △142

その他の負債の増減額（△は減少） △254 176

小計 1,860 3,792

利息及び配当金の受取額 148 157

利息の支払額 △31 △27

法人税等の支払額 △985 △305

法人税等の還付額 - 23

営業活動によるキャッシュ・フロー 992 3,640

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 - 100

有形固定資産の取得による支出 △1,014 △816

有形固定資産の売却による収入 - 0

投資有価証券の取得による支出 △3 △103

投資有価証券の売却による収入 783 11

定期預金の払戻による収入 100 -

貸付けによる支出 △1 △6

貸付金の回収による収入 2 2

投資その他の資産の増減額（△は増加） 122 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △10 △819
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日

　至 平成29年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,600 1,650

短期借入金の返済による支出 △2,600 △1,850

長期借入れによる収入 - 500

長期借入金の返済による支出 △69 △869

自己株式の取得による支出 △189 △200

配当金の支払額 △414 △407

その他 △3 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △677 △1,180

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 281 1,644

現金及び現金同等物の期首残高 1,269 1,551

現金及び現金同等物の期末残高 1,551 3,195
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称

6社

モリ金属㈱、関東モリ工業㈱、㈱ニットク、モリ販売㈱、㈱シルベスト、PT. MORY INDUSTRIES INDONESIA

(2) 非連結子会社の名称

該当事項はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数及び名称

1社

Auto Metal Co., Ltd.

前連結会計年度において持分法適用会社であったPMM PIPE㈱は、合併により当社持分比率が低下したため、当連

結会計年度より持分法の適用範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称

Mory Lohakit(Thailand) Co., Ltd.

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ

時価法

③ たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品、製品、仕掛品

移動平均法

原材料

主として移動平均法

貯蔵品

最終仕入原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、建物並びに平成28年４月１日以降に取得した構築物については、定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び運搬具 主として14年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用ソフトウエア

社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法

上記以外の無形固定資産

定額法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 環境対策引当金

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理費用等の環境対策に係る支出に備えるため、今後発生すると見込ま

れる金額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、発生時の連結会計年度に一括して処理することとしております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）

による定額法により按分した額を、それぞれ翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金利息

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定されるため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。

金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は、有効性の評価を省略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。

(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における非支配株主持分及び為替換算調整勘定に含めております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税及び地方消費税の処理方法

税抜方式を採用しております。

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築物に係る減価

償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 24,174百万円 24,667百万円

※２ 担保資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

(1) 工場財団担保資産

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

建物及び構築物 669百万円 620百万円

機械装置及び運搬具 21 13

土地 2,204 2,204

合計 2,895 2,837

対応債務

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 33百万円 721百万円

長期借入金 121 ―

合計 155 721

(2) 担保資産

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

投資有価証券 81百万円 119百万円

対応債務

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 36百万円 29百万円

長期借入金 29 ―

合計 65 29

※３ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

商品及び製品 5,411百万円 5,160百万円

仕掛品 2,131 1,992

原材料及び貯蔵品 1,674 1,785

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

投資有価証券(株式) 664百万円 662百万円
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　５ 貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。当

該契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

貸出コミットメントの総額 2,000百万円 2,000百万円

借入実行残高 ─ ―

差引額 2,000 2,000

(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

荷造・運送費 2,105百万円 2,175百万円

給料諸手当 971 969

賞与引当金繰入額 87 91

役員賞与引当金繰入額 37 ─

退職給付費用 73 49

役員退職慰労引当金繰入額 76 20

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

68百万円 63百万円

※３ 売上原価に含まれているたな卸資産評価損は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

131百万円 34百万円

※４ 減損損失の内訳は、次のとおりであります。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失(510百万円)を計上いたしました。

場所 用途 種類 減損損失

インドネシア西ジャワ州 事業用資産 建物及び構築物 235百万円

機械装置及び運搬具 271

工具、器具及び備品 4

当社グループは、事業用資産においては管理会計上の区分を基準に、賃貸不動産及び遊休資産においては

個別物件単位で、資産のグルーピングを行っております。

当社子会社であるPT. MORY INDUSTRIES INDONESIAが営むステンレスパイプの製造・販売事業において、

収益性の低下が認められることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上いたしました。なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キ

ャッシュ・フローを割引率5.04％で割り引いて算定しております。
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※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

建物及び構築物 24百万円 11百万円

機械装置及び運搬具 5 9

工具、器具及び備品 0 0

合計 30 20
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △515百万円 327百万円

組替調整額 △33 △7

税効果調整前 △549 319

税効果額 188 △89

その他有価証券評価差額金 △361 230

為替換算調整勘定

当期発生額 △69 △27

退職給付に係る調整額

当期発生額 △138 35

組替調整額 21 19

税効果調整前 △117 54

税効果額 41 △16

退職給付に係る調整額 △76 38

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 △98 10

その他の包括利益合計 △606 251

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 41,407,404 ― ― 41,407,404

　

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,731 604,385 ― 615,116

（変動事由の概要）

自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものが4,385株と、平成28年１月29日開催の取締役会決議に

よる取得のものが600,000株であります。

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 206 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 206 5.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 203 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 41,407,404 ― 33,332,824 8,074,580

(注) 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。

（変動事由の概要）
株式併合による減少 33,125,924株
自己株式の消却による減少 206,900株

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 615,116 84,163 699,192 87

(注) 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。

（変動事由の概要）
単元未満株式の買取りによる増加(株式併合前) 249株
単元未満株式の買取りによる増加(株式併合後) 214株
株式併合による１株に満たない端数の処理に伴う取得 200株
平成29年１月31日の取締役会決議による自己株式の取得 83,500株
株式併合による減少 492,292株
自己株式の消却による減少 206,900株

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 203 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 203 5.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日

(注) 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。平成28年10月

31日取締役会決議による１株当たり配当額は、併合前の株式１株当たり配当額に対応する額であります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 201 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日

(注) 平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金勘定 1,551百万円 3,195百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 1,551 3,195
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして必要な資金を主に銀行借入により調達しております。一時的な余資は安全

性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述

するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、おおむね１年以内に決済されるものであり、顧客の信用

リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、おおむね半年以内の支払期日であります。借入金は、主

に運転資金並びに設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。これらの営業債務並びに借入金等の

金銭債務は、流動性リスクに晒されております。なお、借入金の一部については、支払金利の変動リスクに対する

ヘッジを目的とした金利スワップを利用しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当該リスクについては、債権管理規程に基づき各営業部門が取引先ごとの期日及び残高管理を行うとともに、

本社の管理部がその管理状況をモニタリングしております。また、回収遅延の懸念があるものについては、個別

に把握し対応を行う体制としております。連結子会社においても当社の債権管理規程に準じて同様の管理を行っ

ております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

管理部では取締役会の承認のもとで金利スワップ取引を行っておりますが、その状況は毎月取締役会に報告す

ることとしております。連結子会社においては当該取引は行わないこととしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

管理部では、各部署からの報告に基づき適時適切な資金繰計画を作成し、手元流動性を維持することなどによ

り、流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理を行っており、管理部がこれを統括し

ております。なお、当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

決算短信（宝印刷） 2017年06月26日 07時34分 48ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）

　　   　 48 　



２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照ください。）。

前連結会計年度(平成28年３月31日)

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,551 1,551 ―

(2) 受取手形及び売掛金 12,504 12,504 ―

(3) 電子記録債権 988 988 ―

(4) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,274 2,274 ―

資産計 17,317 17,317 ―

(1) 支払手形及び買掛金 4,907 4,907 ―

(2) 電子記録債務 2,270 2,270 ―

(3) 短期借入金 700 700 ―

(4) １年内返済予定の長期借入金 869 869 ―

(5) 長期借入金 1,250 1,245 △5

負債計 9,998 9,992 △5

当連結会計年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 3,195 3,195 ─

(2) 受取手形及び売掛金 11,593 11,593 ─

(3) 電子記録債権 2,491 2,491 ─

(4) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,593 2,593 ─

資産計 19,874 19,874 ─

(1) 支払手形及び買掛金 4,944 4,944 ─

(2) 電子記録債務 2,212 2,212 ─

(3) 短期借入金 500 500 ─

(4) １年内返済予定の長期借入金 1,250 1,250 ─

(5) 長期借入金 500 498 △1

負債計 9,406 9,404 △1

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 電子記録債権

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金、並びに(4) １年内返済予定の長期借入金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
(単位：百万円)

区分 平成28年３月31日 平成29年３月31日

非上場株式 680 793

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成28年３月31日)
(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,536 ― ― ―

受取手形及び売掛金 12,504 ― ― ―

電子記録債権 988 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの（公社債） 99 133 ― ―

合計 15,128 133 ― ―

当連結会計年度(平成29年３月31日)
(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 3,188 ─ ─ ─

受取手形及び売掛金 11,593 ─ ─ ─

電子記録債権 2,491 ─ ─ ─

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち満期があるもの（公社債） ─ 241 ─ ─

合計 17,273 241 ─ ─

(注４)社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成28年３月31日)
(単位：百万円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 700 ― ― ― ― ―

長期借入金 869 1,250 ― ― ― ―

合計 1,569 1,250 ― ― ― ―

当連結会計年度(平成29年３月31日)
(単位：百万円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 500 ─ ─ ─ ─ ─

長期借入金 1,250 ─ ─ ─ 500 ─

合計 1,750 ─ ─ ─ 500 ─
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

前連結会計年度(平成28年３月31日)

(単位：百万円)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,411 552 859

債券 44 34 9

その他 ― ― ―

小計 1,455 587 868

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 629 727 △98

債券 189 199 △10

その他 ― ― ―

小計 818 927 △108

合計 2,274 1,514 759

(注) 当連結会計年度において、著しく時価の下落した有価証券に対して減損処理を行っており、その金額は株式

35百万円であります。

なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合、及び30％

以上50％未満下落した場合は個別に時価の回復可能性を判定して、回復可能性がないものについては減

損処理を行っております。

当連結会計年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 2,248 1,138 1,109

債券 43 34 8

その他 ─ ─ ─

小計 2,292 1,173 1,118

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 103 106 △2

債券 197 199 △2

その他 ─ ─ ─

小計 301 306 △4

合計 2,593 1,479 1,113
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２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 784 68 ―

合計 784 68 ―

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 11 7 ─

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

合計 11 7 ─

(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度(平成28年３月31日)

(単位：百万円)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 200 200 △1

(注) 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

当連結会計年度(平成29年３月31日)

(単位：百万円)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 200 ― △1

(注) 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度(積立型制度）及び退

職一時金制度（非積立型制度）を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計

算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

なお、連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退

職給付費用を計算しております。

また、関東モリ工業㈱が加入しておりました日本金属プレス工業厚生年金基金は、当連結会計年度において解散い

たしましたが、関東モリ工業㈱では、前連結会計年度において解散に伴う追加の負担額を引当計上しておりましたの

で、当連結会計年度では追加費用の発生はありません。

　

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

退職給付債務の期首残高 4,500 3,960

勤務費用 171 175

利息費用 44 43

数理計算上の差異の発生額 19 △15

退職給付の支払額 △288 △163

厚生年金基金解散に伴う負担額の納付 △164 ―

厚生年金基金解散損失戻入に伴う減少額 △321 ―

その他 △0 0

退職給付債務の期末残高 3,960 4,000

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

（百万円）
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

年金資産の期首残高 4,053 4,233

期待運用収益 60 63

数理計算上の差異の発生額 △119 19

事業主からの拠出額 514 516

退職給付の支払額 △275 △157

年金資産の期末残高 4,233 4,674

　

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産

（△）の期首残高（純額）
82 △2

退職給付費用 42 20

退職給付の支払額 △15 △18

制度への拠出額 △74 △43

過去勤務費用の費用処理額 14 ─

厚生年金基金解散に伴う負担額の納付 △17 ─

厚生年金基金解散損失戻入に伴う減少額 △34 ─

退職給付に係る資産（△）の期末残高（純額） △2 △44
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

（百万円）
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 4,292 4,272

年金資産 △4,771 △5,194

△478 △922

非積立型制度の退職給付債務 202 203

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △275 △718

退職給付に係る負債 208 203

退職給付に係る資産 △484 △922

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △275 △718

(注) 簡便法を適用した制度を含んでおります。

　

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

勤務費用 171 175

利息費用 44 43

期待運用収益 △60 △63

数理計算上の差異の費用処理額 21 19

過去勤務費用の費用処理額 14 ─

簡便法で計算した退職給付費用 42 20

その他 25 6

確定給付制度に係る退職給付費用 257 202

厚生年金基金解散損失 16 ─

厚生年金基金解散損失戻入益 △355 ─

合計 △81 202

　

(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

数理計算上の差異 117 △54

合計 117 △54

　

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

未認識数理計算上の差異 △176 △230

合計 △176 △230
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(8) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

債券 59% 49%

株式 24% 19%

その他 17% 32%

合計 100% 100%

　

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

割引率 1.1% 1.1%

長期期待運用収益率 1.5% 1.5%

予想昇給率 1.8% 1.8%
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

繰延税金資産

繰越欠損金 264百万円 275百万円

減損損失 194 260

賞与引当金 99 104

役員退職慰労引当金 135 63

未払事業税 10 56

退職給付に係る負債 62 55

資産除去債務 55 53

投資有価証券 51 51

その他 146 111

繰延税金資産小計 1,019 1,033

評価性引当額 △586 △738

繰延税金資産合計 433 294

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △201 △290

退職給付に係る資産 △145 △276

投資差額(土地) △90 △90

その他 △3 △14

繰延税金負債合計 △439 △671

繰延税金資産の純額 △6 △376

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 184百万円 198百万円

固定負債－繰延税金負債 190 574

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.0％ 30.0％

（調整）

住民税均等割等 0.8 0.6

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 0.8

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3 △0.9

税額控除 ― △1.1

評価性引当額の増減 △5.5 6.1

税率変更による増減 0.7 ―

その他 △0.8 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.4 35.9

決算短信（宝印刷） 2017年06月26日 07時34分 56ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）

　　   　 56 　



(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループが営む主力の事業は、ステンレス管、ステンレス条鋼、ステンレス加工品、鋼管の製造販売に加え、

パイプ加工の省力化用としてパイプ切断機等の機械の製造販売を行うステンレス関連事業であります。国内において

は、主に当社を中心として製品の製造様式、製品商品の市場及び顧客並びにその販売形態を系統的に区分した製品部

門別に戦略を構築し、事業活動を展開しており、海外においては、在外連結子会社であるPT. MORY INDUSTRIES

INDONESIAが製造から販売まで行い、独立した経営単位で事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、製造・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、個々の連結

会社を集約した「日本」と「インドネシア」の２つを報告セグメントとしております。

当連結会計年度から、報告セグメントを従来の「ステンレス関連」の１区分から「日本」及び「インドネシア」の

２区分に変更しております。この変更は当社グループが営む主力の事業である「ステンレス関連」事業のうち、今後

の海外事業の重要性を考慮しセグメントの区分方法を見直した結果、「インドネシア」での事業を独立した報告セグ

メントとしたものであります。なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分

に基づき作成したものを開示しております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は連結財務諸表作成のために採用している会計処理基準に基づく

金額により記載しております。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売

上高及び振替高は市場価格等を勘案し決定した価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結損益計
算書計上額日本

インド
ネシア

計

売上高

外部顧客への売上高 37,217 832 38,050 1,403 39,454 ― 39,454

セグメント間の内部売
上高又は振替高

6,113 ― 6,113 0 6,113 △6,113 ―

計 43,331 832 44,164 1,403 45,567 △6,113 39,454

セグメント利益又は
損失（△）

2,269 △153 2,115 △50 2,065 196 2,261

セグメント資産 46,342 2,851 49,193 464 49,658 △5,338 44,319

セグメント負債 15,709 1,799 17,509 621 18,131 △5,051 13,079

その他の項目

減価償却費 798 147 946 4 951 54 1,005

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

639 48 688 ― 688 △84 604

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自転車関連商品の販売及び

通信販売用商品の販売に係る事業であります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

(2) セグメント資産及びセグメント負債の調整額は、主にセグメント間取引消去等であります。

３ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結損益計
算書計上額日本

インド
ネシア

計

売上高

外部顧客への売上高 37,375 1,045 38,421 621 39,042 ― 39,042

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4,124 ― 4,124 ― 4,124 △4,124 ―

計 41,500 1,045 42,545 621 43,166 △4,124 39,042

セグメント利益又は
損失（△）

4,026 △112 3,914 △27 3,886 238 4,125

セグメント資産 48,550 2,153 50,703 414 51,117 △4,526 46,591

セグメント負債 16,228 1,779 18,008 599 18,607 △5,133 13,474

その他の項目

減価償却費 790 139 930 4 934 40 974

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

798 19 817 0 818 12 831

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自転車関連商品の販売にか

かる事業であります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

(2) セグメント資産及びセグメント負債の調整額は、主にセグメント間取引消去等であります。

３ セグメント利益及び損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 インドネシア 合計

13,532 1,998 15,530

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載すべき事項は

ありません。

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。
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２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載すべき事項は

ありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：百万円)

日本 インドネシア 合計

― 510 510

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１ 関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１ 関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 3,816.26円 4,096.76円

１株当たり当期純利益金額 214.53円 272.86円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は、平成28年10月１日付けで普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額については、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行

われたと仮定して算定しております。

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 1,773 2,222

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純
利益

(百万円) 1,773 2,222

普通株式の期中平均株式数 (株) 8,267,053 8,145,434

４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成28年３月31日)

当連結会計年度
（平成29年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 31,240 33,116

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 105 37

(うち非支配株主持分） (百万円) (105) (37)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 31,134 33,079

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数

(株) 8,158,457 8,074,493
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 700 500 0.64 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 869 1,250 1.03 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1 0 0.75 ―

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除く)

1,250 500 0.27 平成34年３月22日

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

― 3 0.75
平成30年４月５日～
平成35年５月５日

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 2,822 2,254 ― ―

(注) １ 平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 ― ― ― 500

リース債務 0 0 0 0

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 9,155 18,429 28,592 39,042

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(百万円) 257 1,158 2,504 3,365

親会社株主に帰属
する四半期(当期)
純利益金額

(百万円) 151 795 1,697 2,222

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 18.51 97.45 208.12 272.86

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 18.51 78.93 110.66 64.64

(注) 当社は、平成28年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。１株

当たり四半期(当期)純利益金額は、当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しており

ます。

決算短信（宝印刷） 2017年06月26日 07時34分 62ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）

　　   　 62 　



２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,004 2,635

受取手形 3,950 3,493

電子記録債権 988 2,491

売掛金 8,689 8,180

有価証券 99 -

たな卸資産 ※3 7,404 ※3 7,131

前払費用 38 69

繰延税金資産 160 189

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 1,060 1,665

未収入金 517 463

その他 9 8

貸倒引当金 △236 △239

流動資産合計 23,685 26,088

固定資産

有形固定資産

建物 1,970 1,832

構築物 249 229

機械及び装置 2,655 2,789

車両運搬具 2 2

工具、器具及び備品 128 117

土地 6,002 6,002

リース資産 1 3

建設仮勘定 142 125

有形固定資産合計 ※1 11,153 ※1 11,104

無形固定資産

その他 17 14

無形固定資産合計 17 14

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 2,190 ※1 2,724

関係会社株式 1,465 621

出資金 0 0

長期貸付金 4 7

関係会社長期貸付金 2,903 2,568

破産更生債権等 2 0

長期前払費用 0 54

前払年金費用 269 623

保険積立金 498 526

その他 92 97

貸倒引当金 △10 △8

投資その他の資産合計 7,417 7,216

固定資産合計 18,588 18,335

資産合計 42,273 44,423
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 2,501 2,422

電子記録債務 2,270 2,195

買掛金 2,437 2,527

短期借入金 500 400

1年内返済予定の長期借入金 ※1 869 ※1 1,250

リース債務 1 0

未払金 219 219

未払費用 754 760

未払法人税等 67 802

前受金 2 0

預り金 29 48

賞与引当金 282 298

役員賞与引当金 37 -

設備関係支払手形 46 50

未払消費税等 124 248

その他 106 123

流動負債合計 10,251 11,348

固定負債

長期借入金 ※1 1,250 ※1 500

繰延税金負債 40 386

リース債務 - 3

退職給付引当金 168 172

役員退職慰労引当金 451 212

環境対策引当金 36 68

資産除去債務 128 128

その他 58 71

固定負債合計 2,133 1,541

負債合計 12,384 12,890

純資産の部

株主資本

資本金 7,360 7,360

資本剰余金

資本準備金 7,705 7,705

資本剰余金合計 7,705 7,705

利益剰余金

利益準備金 901 901

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 13,520 14,741

利益剰余金合計 14,422 15,643

自己株式 △193 △0

株主資本合計 29,294 30,709

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 593 823

評価・換算差額等合計 593 823

純資産合計 29,888 31,532

負債純資産合計 42,273 44,423
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② 【損益計算書】

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日

　至 平成29年３月31日)

売上高 38,309 37,375

売上原価 31,443 28,466

売上総利益 6,866 8,909

販売費及び一般管理費 ※1 4,765 ※1 4,874

営業利益 2,101 4,035

営業外収益

受取利息 60 62

受取配当金 144 153

受取賃貸料 147 151

その他 40 38

営業外収益合計 393 406

営業外費用

支払利息 28 26

売上割引 25 24

減価償却費 37 25

不動産賃貸費用 14 24

為替差損 118 4

その他 11 15

営業外費用合計 236 120

経常利益 2,258 4,321

特別利益

投資有価証券売却益 68 7

厚生年金基金解散損失戻入益 321 -

特別利益合計 390 7

特別損失

固定資産除却損 30 20

投資有価証券評価損 35 -

子会社株式評価損 - 729

役員退職慰労金 - 355

設備移設費用 100 -

環境対策引当金繰入額 15 32

貸倒引当金繰入額 63 -

特別損失合計 243 1,137

税引前当期純利益 2,404 3,191

法人税、住民税及び事業税 488 940

法人税等調整額 195 228

法人税等合計 683 1,168

当期純利益 1,721 2,022
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 7,360 7,705 7,705 901 12,213 13,114

当期変動額

剰余金の配当 △413 △413

当期純利益 1,721 1,721

自己株式の取得

自己株式の消却

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 1,307 1,307

当期末残高 7,360 7,705 7,705 901 13,520 14,422

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4 28,176 955 955 29,131

当期変動額

剰余金の配当 △413 △413

当期純利益 1,721 1,721

自己株式の取得 △189 △189 △189

自己株式の消却 ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△361 △361 △361

当期変動額合計 △189 1,118 △361 △361 756

当期末残高 △193 29,294 593 593 29,888
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 7,360 7,705 7,705 901 13,520 14,422

当期変動額

剰余金の配当 △407 △407

当期純利益 2,022 2,022

自己株式の取得

自己株式の消却 △394 △394

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― ― 1,220 1,220

当期末残高 7,360 7,705 7,705 901 14,741 15,643

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △193 29,294 593 593 29,888

当期変動額

剰余金の配当 △407 △407

当期純利益 2,022 2,022

自己株式の取得 △200 △200 △200

自己株式の消却 394 ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

230 230 230

当期変動額合計 193 1,414 230 230 1,644

当期末残高 △0 30,709 823 823 31,532
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 商品、製品、仕掛品、原材料

移動平均法

② 貯蔵品

最終仕入原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、建物並びに平成28年４月１日以降に取得した構築物については、定額法を

採用しております

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～50年

機械及び装置 主として14年

(2) 無形固定資産

定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 長期前払費用

契約期間等により毎期均等償却
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３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。

過去勤務費用は、発生時の事業年度に一括して処理することとしております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により按分した額を、それぞれ翌事業年度から費用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 環境対策引当金

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理費用等の環境対策に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれ

る金額を計上しております。

４ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジによっております。

金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金利息

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定されるため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。

金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は、有効性の評価を省略しております。

(2) 消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

(3) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。
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(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、財務諸表に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業

年度から適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産は、次のとおりであります。

(1) 工場財団担保資産

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

建物 669百万円 619百万円

構築物 0 0

機械及び装置 21 13

土地 2,204 2,204

合計 2,895 2,837

対応債務

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 33百万円 721百万円

長期借入金 121 ―

合計 155 721

(2) 担保資産

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

投資有価証券 81百万円 119百万円

対応債務

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 36百万円 29百万円

長期借入金 29 ―

合計 65 29

　２ 関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権及び金銭債務の金額は、次のとおりであります。

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

短期金銭債権 1,878百万円 2,288百万円

長期金銭債権 2,903 2,568

短期金銭債務 333 174

※３ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(平28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

商品及び製品 4,810百万円 4,396百万円

仕掛品 981 984

原材料及び貯蔵品 1,611 1,749
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　４ 貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。当

該契約に基づく当期末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

貸出コミットメントの総額 2,000百万円 2,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 2,000 2,000

(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

荷造・運送費 2,075百万円 2,149百万円

貸倒引当金繰入額 2 2

給料諸手当 749 712

賞与引当金繰入額 78 82

役員賞与引当金繰入額 37 ―

退職給付費用 61 42

役員退職慰労引当金繰入額 76 20

支払手数料 585 615

減価償却費 65 59

おおよその割合

販売費 79％ 79％

一般管理費 21 21

　２ 関係会社との取引高

前事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

売上高 1,642百万円 13百万円

仕入高及び外注加工高 1,781 1,223

営業取引以外の取引高 392 326

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社及

び関連会社株式の時価を記載しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表額は次のとおり

です。

(単位：百万円)

区分
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

子会社株式 1,073 344

関連会社株式 391 277

計 1,465 621
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

繰延税金資産

子会社株式 804百万円 1,022百万円

減損損失 194 99

賞与引当金 84 89

貸倒引当金 74 74

役員退職慰労引当金 135 63

投資有価証券 51 51

退職給付引当金 50 51

その他 152 177

繰延税金資産小計 1,548 1,631

評価性引当額 △1,144 △1,349

繰延税金資産合計 403 281

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △201 △290

前払年金費用 △80 △187

その他 △1 △1

繰延税金負債合計 △283 △478

繰延税金資産の純額 120 △197

(注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 160百万円 189百万円

固定負債－繰延税金負債 40 386

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 33.0％ 30.0％

（調整）

住民税均等割等 0.7 0.5

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0 0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3 △0.9

税額控除 ― △1.2

評価性引当額の増減 △6.1 7.2

税率変更による増減 0.9 ―

その他 0.2 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.4 36.6
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 1,970 15 0 152 1,832 6,188

構築物 249 1 ― 21 229 1,346

機械及び装置 2,655 629 9 486 2,789 12,075

車両運搬具 2 2 ― 1 2 35

工具、器具及び備品 128 20 0 31 117 1,061

土地 6,002 ― ― ― 6,002 ―

リース資産 1 4 ― 2 3 0

建設仮勘定 142 647 664 ― 125 ―

計 11,153 1,320 673 696 11,104 20,707

無形固定資産 その他 17 ― ― 2 14 7

計 17 ― ― 2 14 7

(注) １ 機械及び装置の主な増加額は、ステンレス管関係設備 301百万円、ステンレス加工品関係設備 79百万円、

ステンレス条鋼関係設備 0百万円、鋼管関係設備 117百万円、その他設備 130百万円であります。

２ 建設仮勘定の主な増加額は、ステンレス管関係設備 342百万円、ステンレス加工品関係設備 27百万円、鋼

管関係設備 118百万円、その他設備 159百万円であります。

３ 建設仮勘定の主な減少額は、他の有形固定資産への振替であります。

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 247 2 2 247

賞与引当金 282 298 282 298

役員賞与引当金 37 ― 37 ―

役員退職慰労引当金 451 20 259 212

環境対策引当金 36 53 20 68

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

　 取扱場所
（特別口座）
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

　 株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　 取次所 ―──

　 買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ
とができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。
公告掲載ＵＲＬ http://www.mory.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度
(第74期)

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

平成28年６月29日
関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書 事業年度
(第74期)

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

平成28年６月29日
関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書
及びその確認書

(第75期第１四半期)
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

平成28年８月９日
関東財務局長に提出。

(第75期第２四半期)
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

平成28年11月９日
関東財務局長に提出。

(第75期第３四半期)
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

平成29年２月９日
関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項
第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)
の規定に基づく臨時報告書

平成28年６月30日
関東財務局長に提出。

(5) 自己株券買付状況報告
書

報告期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年１月31日

平成29年２月９日
関東財務局長に提出。

報告期間
自 平成29年２月１日
至 平成29年２月28日

平成29年３月９日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成29年６月29日

モリ工業株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 井 俊 介 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 谷 智 英 ㊞

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるモリ工業株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モ

リ工業株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、モリ工業株式会社の平成29年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、モリ工業株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

平成29年６月29日

モリ工業株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 坂 井 俊 介 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 谷 智 英 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるモリ工業株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モリ工

業株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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